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上記事項につきましては、法令及び当社定款第 16条第２項の規定に

基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面に

は記載しておりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら

ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記

載した書面を一律でお送りいたします。 

 



建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品 ２～15年

投資不動産 ２～47年

連結注記表：

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　　４社

連結子会社の名称　　　　　　　　　　　　　株式会社海昇

四急運輸株式会社

日振島アクアマリン有限責任事業組合

株式会社西日本養鰻

②　非連結子会社の名称等　　　　　　　　　　　該当ありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の数　　　　　　　１社

持分法を適用した関連会社の名称　　　　　　株式会社最上鮮魚

②　持分法を適用していない関連会社の名称等　　該当ありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によって評価しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によって評価しております。

ロ　棚卸資産

商品及び製品、原材料及び貯蔵品については、移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、仕掛品については、

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）によって評価しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産及び投資不動産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、その他については定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

当社グループは、養殖漁業の総合支援事業を展開しており、鮮魚（稚魚、加工品を含

む）、餌料・飼料の販売を主な事業とし、これらの商品・製品の販売については、商品

又は製品の引渡時点において顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し、履行義務

が充足されると判断していることから、引渡時点で収益を認識しております。

また、収益は返品、値引き等の変動対価を控除した金額で算定しております。

当社の取引に対する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、重要な金融

要素は含まれておりません。

⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあ

たり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に全

額償却することとしております。

２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

　有形固定資産及び投資不動産(リース資産を除く)の減価償却方法については、従来、当

社及び国内連結子会社では定率法(但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用して

おりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。

　当社グループでは、当連結会計年度に完成した三崎水産加工センターをはじめとした一

連の設備投資計画の見直しを契機として、有形固定資産の使用実態を改めて検討いたしま

した。その結果、耐用年数の期間内において長期安定な稼働が見込まれることから、有形

固定資産の減価償却方法として定額法による費用配分を行うことが経営実態をより適切に

反映する合理的な方法であると判断いたしました。

　この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ113,891千円増加しております。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,675,709千円

(3) 投資不動産の減価償却累計額 161,202千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 12,241,746株 11,824株 － 12,253,570株

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 貸倒引当金

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　　　　　　　　 875,767千円

②　会計上の見積りに関する理解に資する情報

売上債権等のうち、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。回収可能額を算定するにあた

り各債権先の担保資産の評価を実施しておりますが、担保資産の評価の見積りが変動し

た場合に、翌連結会計年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

(2) 仕掛品

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　　　　　　　　 2,401,252千円

②　会計上の見積りに関する理解に資する情報

棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定して

おり、期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価

額をもって貸借対照表価額としております。仕掛品の正味売却価額は売価見込、販売コ

スト、追加製造原価等から見積もっておりますが、それらの見積りが変動した場合に翌

連結会計年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(4) 国庫補助金等による固定資産圧縮記帳額は262,566千円であり、貸借対照表計上額は以下

    の圧縮記帳額を控除しております。

建物及び構築物                91,388千円

機械装置及び運搬具       171,178千円

５．連結損益計算書に関する注記

　　　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 発行済株式の総数に関する事項

(注)発行済株式の増加は、譲渡制限付株式の発行11,824株によるものであります。
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株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 35,177株 110株 － 35,287株

・配当金の総額 244,131千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 20円

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月24日

・配当金の総額 244,365千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 20円

・基準日 2023年３月31日

・効力発生日 2023年６月21日

(3) 自己株式の数に関する事項

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取り110株によるものであります。

(4) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2022年６月23日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

(5) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2023年６月20日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、余資運用については安全性及び流動性を重視した運用とする方針で

取組み、銀行預金を中心とした運用としており、有価証券での運用は運用限度額を定め

ています。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては売上債権管理マニュアルに基づき取引先ごとの与信限度額を設定し期日

管理及び残高管理を行うとともに、滞留債権管理を行っております。

投資有価証券は主に余資運用としての債券と業務上の関係を有する企業の株式であり

市場価格の変動リスクに晒されていますが、取引所の価格があるものは四半期ごとに時

価を把握しております。また、取引先への貸付金については、顧客の信用リスクに晒さ

れており、取引先貸付金取扱要領に基づきリスク管理を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表

計上額670,052千円）は、「その他有価証券」に含めておりません。また、現金及び預

金、受取手形、売掛金、短期貸付、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等につ

いては、現金であること、または短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(1) 投資有価証券

　　　その他有価証券 9,054,874 9,054,874 －

(2) 長期借入金(＊) (2,026,795) (2,026,795) (－)

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 8,966,660 － － 8,966,660

　　その他 － 88,214 － 88,214

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計

長期借入金 － 2,026,795 － 2,026,795

であることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

  (＊) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び

国債は活発な市場で取引されるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一

方で、当社が保有している投資信託は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算

定しており、時価をレベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価

335,327 344,474

長期借入金

　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値等により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、愛媛県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を所有

しております。2023年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は14,624千円

（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９. 資産除去債務に関する注記

　事業用資産の一部について、土地所有者との間で土地賃借契約を締結しており、賃借期間

の終了時に原状回復する義務を有しているため、契約の義務に関して資産除去債務を計上し

ております。

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は主要な資産の耐用年数である31年から38

年とし、割引率は0.65％から1.40％を採用しております。

 　　 期首残高　　　　　　　　　　　　　　 36,227千円

 　　 有形固定資産の取得に伴う増加　　　　 42,705千円

 　　 時の経過による調整額　　　　　　　　　　844千円

 　　 期末残高　　　　　　　　　　　　　　 79,778千円
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報告セグメント その他

(注)
合計

鮮魚の販売事業 餌料・飼料の販売事業 計

売上高

　タイ

　ハマチ

　カンパチ

　加工品

　生餌

　配合飼料

　その他

6,040,465

2,869,212

3,443,963

7,119,841

－

－

7,766,907

－

－

－

－

5,601,832

6,887,474

433,640

6,040,465

2,869,212

3,443,963

7,119,841

5,601,832

6,887,474

8,200,548

－

－

－

－

－

－

71,480

6,040,465

2,869,212

3,443,963

7,119,841

5,601,832

6,887,474

8,272,028

顧客との契約から生じる収益 27,240,389 12,922,947 40,163,337 71,480 40,234,817

外部顧客への売上高 27,240,389 12,922,947 40,163,337 71,480 40,234,817

(1) １株当たり純資産額 2,856円75銭

(2) １株当たり当期純利益 188円81銭

10．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社の

一般貨物運送事業であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「１.連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に

記載の通りであります。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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建物 ２～50年

構築物 ７～42年

機械装置 ２～15年

船舶 ２～12年

車両運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～15年

投資不動産 ２～47年

個別注記表：

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関係会社株式

　移動平均法による原価法によって評価しております。

②　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）によって評価しております。

　　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によって評価しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、貯蔵品については、移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、仕掛品については、個別法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって評価し

ております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産及び投資不動産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法、その他については定額法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に全額償却することと

しております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。
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(5) 収益及び費用の計上基準

　当社は、養殖漁業の総合支援事業を展開しており、鮮魚（稚魚、加工品を含む）、餌

料・飼料の販売を主な事業とし、これらの商品・製品の販売については、商品又は製品の

引渡時点において顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足される

と判断していることから、引渡時点で収益を認識しております。

　また、収益は返品、値引き等の変動対価を控除した金額で算定しております。

　当社の取引に対する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、重要な金融要

素は含まれておりません。

２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

　有形固定資産及び投資不動産(リース資産を除く)の減価償却方法については、従来、当社

では定率法(但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用しておりましたが、当事業年

度より定額法に変更しております。

　当社では、当事業年度に完成した三崎水産加工センターをはじめとした一連の設備投資計

画の見直しを契機として、有形固定資産の使用実態を改めて検討いたしました。その結果、

耐用年数の期間内において長期安定な稼働が見込まれることから、有形固定資産の減価償却

方法として定額法による費用配分を行うことが経営実態をより適切に反映する合理的な方法

であると判断いたしました。

　この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ109,122千円増加しております。

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 貸倒引当金

①　当事業年度の計算書類に計上した金額　　　　　　　　　1,737,453千円

②　重要な会計上の見積りに関するその他の情報

売上債権等のうち、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。回収可能額を算定するにあた

り各債権先の担保資産の評価を実施しておりますが、担保資産の評価の見積りが変動し

た場合に、翌事業年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 関係会社投融資

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　1,114,824千円

関係会社貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　1,967,000千円

②　重要な会計上の見積りに関するその他の情報

市場価格のない関係会社株式については、財政状態の悪化により実質価格が著しく下

落し回復可能性がないと判断された場合は、相当の減額処理を行うこととしておりま

す。また、債権等については回収可能性を勘案し、回収不能と認められる部分について

は貸倒引当金を計上することとしております。それらの見積りが変動した場合に翌事業

年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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　売上高 4,713,016千円

　売上原価 3,593,971千円

　販売費及び一般管理費 304,061千円

　営業取引以外の取引高 162,772千円

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 35,177株 110株 － 35,287株

４．貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　4,037,847千円

(3) 投資不動産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　161,202千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,712,902千円

　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　308,380千円

(5) 関係会社に対する債務保証

　　借地の原状回復義務履行の保証　　　　　　　　　　　　 40,532千円

(6) 国庫補助金等による固定資産圧縮記帳額は262,566千円であり、貸借対照表計上額は以下

の圧縮記帳額を控除しております。

　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 91,388千円

　　　機械装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  171,178千円

５．損益計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 関係会社との取引高

６. 資産除去債務に関する注記

　(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

  (2) 資産除去債務

  三崎水産加工センター等について神奈川県三浦市との間で土地賃借契約を締結してお

り、賃借期間の終了時に原状回復する義務を有しているため、契約の義務に関して資産除

去債務を計上しております。

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は主要な資産の耐用年数である31年から

38年とし、割引率は0.65％から1.22％を採用しております。

 　　 期首残高　　　　　　　　　　　　　　　7,093千円

 　　 有形固定資産の取得に伴う増加　　　　 42,705千円

 　　 時の経過による調整額　　　　　　　　　　436千円

 　　 期末残高　　　　　　　　　　　　　　 50,235千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 自己株式の数に関する事項

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取り110株によるものであります。
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８．税効果会計に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

 　　 投資有価証券評価損　　　　　　　　　　　 124,428千円

 　　 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　 529,228千円

 　　 賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　  　 7,704千円

 　　 退職給付引当金　　　　　　　　　　　 　　 81,553千円

 　　 役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　 　 83,755千円

 　　 減損損失　　　　　　　　　　　　　　 　　247,681千円

　　　その他　   　　　　　　　 　　　　　 　　 60,078千円

　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　 　1,134,429千円

　　　評価性引当額　　　 　　 　　　　 　　　△845,378千円

　　繰延税金資産計　　       　　　　　　　　　289,051千円

    繰延税金負債

　　　資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　△14,577千円

　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　 　△967,780千円

　　繰延税金負債計　　　　　　　　　　　　 　△982,357千円

　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　 　△693,305千円

(3) グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制

度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理

及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取

扱い」(実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。)に

従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の

適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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種 類
会 社 等
の 名 称

資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社
株 式 会 社
海 昇

50,000
鮮魚及び餌
料・飼料の
販 売 事 業

直接　99.94
役員兼
任３名

鮮魚・餌
料 飼 料
の 売 買

商 品 の
販 売 等

4,351,183 売 掛 金 636,788

商 品 の
仕 入 等

2,997,633 買 掛 金 214,702

役 務 の
提 供

174,000
未収収益 23,154

施 設 等 の
使 用 料 他

101,731

子 会 社
四 急 運 輸
株 式 会 社

30,000
一 般 貨 物
運 送 事 業

直接　100
役員兼
任１名

商 品 の
運 送

運 賃 の
支 払 い

71,823 未払費用 8,337

施 設 等 の
使 用 料

2,628 - -

業務委託料
の支払い他

93,839 未払費用 4,188

貸 付 金 の
利 息

59 前受収益 34

資 金 の
回 収

5,000
短 期
貸 付 金

7,000

子 会 社

日振島アク
アマリン有
限責任事業
組 合

10,000
マ グ ロ
養 殖 事 業

直接　99.7
（注）２

なし
鮮魚・餌
料 飼 料
の 売 買

商 品 の
販 売 等

361,832 売 掛 金 72,922

商 品 の
仕 入 等

556,868 買 掛 金 80,037

業 務
受 託 料

19,211
未収収益 5,649

施 設 等 の
使 用 料 他

31,163

貸 付 金 の
利 息

8,518 未収収益 683

資 金 の
回 収

180,000
短 期
貸 付 金

1,610,000

子 会 社
株 式 会 社
西日本養鰻

50,000
ウ ナ ギ
養 殖 事 業

直接　100 役員兼
任３名

資 金 の
貸 付
業務受託

業 務
受 託 料

2,676 - -

資 金 の
貸 付

350,000
短 期
貸 付 金

350,000

貸 付 金 の
利 息

124 未 収 利 息 124

借 地 の
原 状 回 復
義 務 履 行
保 証

40,532 - -

９．関連当事者との取引に関する注記

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

　　　２．議決権等の所有（被所有）割合の欄には、当該有限責任事業組合に対する出資割合を

記載しております。

　　　３．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 株式会社海昇及び日振島アクアマリン有限責任事業組合との商品の販売・仕入等の

取引は、市場価格を参考にし、個別に価格交渉の上、相対取引により決定しており

ます。

(2) 四急運輸株式会社における運賃は、運送に要する人件費、運行費、燃料費、車両修

繕費等の諸経費（原価）を勘案し、価格交渉の上決定しております。

(3) 四急運輸株式会社における業務委託料は、当社に出向している活魚車ドライバーの

人件費及び出向管理費等であり、当該経費の実費を勘案し、交渉の上決定しており

ます。
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(1) １株当たり純資産額 2,434円34銭

(2) １株当たり当期純利益 95円82銭

(4) 日振島アクアマリン有限責任事業組合及び株式会社西日本養鰻における業務受託料

は、当社より出向している社員の人件費であります。

(5) 日振島アクアマリン有限責任事業組合への施設の賃貸料は、当該設備の減価償却費

相当額としております。

(6) 日振島アクアマリン有限責任事業組合への短期貸付金に対し、901,084千円の貸倒

引当金を計上しております。

また、当事業年度において70,837千円の貸倒引当金を戻入しております。

(7) 四急運輸株式会社、日振島アクアマリン有限責任事業組合及び株式会社西日本養鰻

への資金の貸付における利率は年0.5～１％としております。

(8) 株式会社西日本養鰻に対する債務保証は、養鰻設備の借地の原状回復義務履行の保

証を行っております。

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(5)収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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